
 

2018 年 7月 2日 

「コンプライアンスの取り組みに関するアンケート」調査結果 

 

 

 

1. 総務部門がコンプライアンスを担当する企業が多いが、大企業では専任部署の設置も進む 

2 割弱の企業でコンプライアンス専任部署が設置されており、企業規模が大きくなるほ

ど、専任部署を設置する割合も高くなる。また、専任部署を設置していない場合は、「総

務部門」がコンプライアンスに関する業務を担当する企業が多い。 

 

2. 相談・通報窓口の設置は進んだが、大企業でもグループとしての体制はやや手薄 

ほとんどの企業で「相談・通報窓口」は設置されており、自社で働く従業員からの通報

を受け付ける体制は整っている。ただし、企業規模が大きい企業であっても、子会社や

関連会社の従業員を対象としていない企業が見られる。運用上の課題としては、「（窓口

の）認知度の向上」と「利用者の不安の払拭」があげられている。 

 

3. グローバル化が進む中、コンプライアンスの展開はグローバル化とローカル化が拮抗 

事業のグローバル化に伴ったコンプライアンス推進の課題は各国の「文化・風土」「法

制度」があげられている。グローバル化が進む中でコンプライアンス展開方針は、グロ

ーバル指針を策定し、日本・海外ともに同じ運用をしている企業が 39.5％、現地の文

化や慣習を尊重し、日本と異なる指針での運用を認めている企業が 32.7％で拮抗して

いる。 

 

【調査実施概要】 

・調査対象：上場企業、未上場企業（300名以上）を中心とする 5,000 社 

・調査期間：2017年 6月上旬～2017年 7月上旬 

・調査方法：郵送配布、郵送・FAX・電子メール回収 

・有効回答数：620 社（回収率 12.4％） 

 

【お問い合わせ先】 

株式会社 日本能率協会総合研究所 

組織・人材戦略研究部  担当：落合 

〒105-0011 東京都港区芝公園 3-1-22 日本能率協会ビル 5F 

電話番号：03-3578-7622  E-mail：HRM@jmar.co.jp 

 

※調査にご協力いただいた企業様には先行して公開しているため、報告書の日付は 2018年 6月となっています。 

調査結果のポイント 

mailto:HRM@jmar.co.jp


 
 

◆調査結果の概要 

  … 詳細につきましては、弊社ホームページに掲載しておりますレポートをご参照ください。 

 

１．総務部門がコンプライアンスを担当する企業が多いが、大企業では専任部署の設置も進む 

コンプライアンスを担当する組織は「総務部門」がもっとも多い。「コンプライアンス専任部署」

を有する企業は２割弱であり、「法務部門」が担当する企業も２割ある。また、従業員数が多い

企業ほど「専任部署」を設置している割合が高い傾向がみられ、従業員１万人以上の会社で

は４割が「専任部署」を設置している。逆に、従業員数が少ないほど、「総務部門」が担当して

いる割合が高くなっている。 

 

 

 

２．相談・通報窓口の設置は進んだが、大企業でもグループとしての体制はやや手薄 

不正の通報やコンプライアンスに関する相談などを受け付ける“窓口”については、８割を超

える企業で「社内窓口」を設置している。 

“窓口”を利用できる対象者は、自社の「正社員」「非正社員」としている企業が９割以上、

「派遣社員・請負社員」も８割近くの企業が利用対象としており、“自社で働く人たち”から通報・

相談を受ける体制は概ね整っていると言える。 

一方、「子会社や関連会社の正社員」や「子会社や関連会社の非正規社員」など、グルー

プ全体を対象とする企業はやや減少し、「取引先」「退職者」「入社内定者」を利用対象者とす

る企業は従業員１万人以上の会社でも３割程度にとどまっている。 
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Ｑ１ 所属組織（従業員数別）

コンプライアンス専任部門 ＣＳＲ部門 法務部門 総務部門 人事部門 経営企画部門 その他 無回答



 

 

 

 

 

３．グローバル化が進む中、コンプライアンスの展開はグローバル化とローカル化が拮抗 

海外の自社拠点・子会社へのコンプライアンスの展開方針は、「グローバル指針を策定し、

日本、海外とも同じもので運用」している企業が 39.5%となった。一方で「現地の文化や慣習を

尊重し、日本と異なる指針での運用を認める」が 32.7%と拮抗している。現時点ではグローバル

展開方針は、全世界共通のグローバル化と現地の文化や慣習を尊重するローカル化に分か

れる結果となっている。 

 

85.7

78.6

50.0

71.4

57.1

50.0

21.4

14.3

7.1

0.0

98.4

94.5

73.4

76.6

53.1

46.9

16.4

13.3

5.5

0.8

98.1

94.2

79.2

75.3

50.0

44.2

19.5

8.4

2.6

1.9

100.0

94.9

82.3

79.3

77.3

68.7

27.3

20.2

8.1

7.1

97.6

97.6

85.4

78.0

80.5

75.6

39.0

24.4

12.2

17.1

100.0

96.4

89.1

80.0

89.1

85.5

38.2

32.7

9.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貴社の正社員

貴社の非正規社員

（契約社員やパート・アルバイト）

貴社で勤務している派遣社員・請負社員

貴社の役員

子会社や関連会社の正社員

子会社や関連会社の非正規社員

取引先

退職者

入社内定者

その他

ＳＱ２.１ “窓口”を利用できる対象者（従業員数別）

100人未満（n=14) 100～500人（n=128) 500～1000人（n=154) 1000～5000人（n=198) 5000～1万人（n=41) 1万人以上（n=55)

※「“窓口”を設置していない」と回答した企業を除く

グローバル指針を

策定し、日本、海外

とも同じもので運用

39.5%

現地の文化や慣習を

尊重し、日本と異なる

指針での運用を認める

32.7%

エリアによって指針

を切り分けている

18.9%

無回答

8.8%

ＳＱ３.３海外の自社拠点・子会社への

コンプライアンスの展開方針

（n=397）

※Ｑ３で「海外に自社拠点・子会社はない」と回答した企業を除く


